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はじめに
取り上げた大阪府下の多選市長 (7選以上）
本稿では地方自治体首長の多選問題について，その是非を直接論ずるのではなく選挙
政治という限られた視点からではあるが多選首長の態様を記述する。それにより，この
問題の多面的な理解に寄与したいI)。その一環として，ここでは，以前の論稿で筆者が
8事例2)について，これら市長の退任の
（らしきもの）様相および直後の市長選挙の態様を概観し， そこからパターン の析出を
試みる。そしてそれがもつ含意を議論する。
1) 多選首長の実態に関する経験的研究は必ずしも多くないが，多選の制限をめぐる
「憲法解釈学的」議論は多い。例えば『首長の多選問題に関する調査研究会報告
書J(平成19年5月，総務省）総務省 HP参照。
2) 森本哲郎「多選市長はなぜ生まれるのかーー大阪府下の事例＿ 」大都市圏選挙
研究班「大都市圏における選挙・政党・政策＿ 大阪都市圏を中心に一一』 関西大
学法学研究所， 2004年，所収。
上記旧稿および本稿では 7選以上の市長を多選市長として取り上げている。5選
でも任期を全うすれば20年となって，充分「長期」と言えるわけだが，今後の研究
のための出発点として「多選市長の類型化（パターン析出）」を行うという分析目
的の便宜上 7選以上の市長に限定したのである（「資料 1: 大阪府下の長期在任の
市長」参照）。
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資料 1 大阪府下の長期在任の市長 (1947年4月-2012年4月現在）
＊任期途中退任の場合も含む。
市名 市政施行年 5選市長 6選市長 7選以上市長
岸和田市 192. 1 原 昇(73.12-05 .12) 
池田市 1939. 4 若生正 (75.5-95.4),倉田薫 (95.5-11.11) 武田義三(47.4-75.4)
吹田市 1940. 4 榎原一夫(71.5-91.5)
貝塚市 1943. 5 吉道勇(70.2-10.2)
守口市 1946. 1 喜多洋三 (87.9-07.8) 木崎正隆(53.1-87. 9) 
八尾市 1948. 4 山脇悦司 (75.5-95.5)
泉佐野市 1948. 4 山本昇平 (48.9-65.11) 向江昇 (76.2-00.2)
富田林市 ]950. 4 内田次郎(75.8-03.4)
松原市 195. 2 土橋忠昭(74.10-01.5)
大東市 1956. 4 川口房太郎 (56.5-76.5)
和泉市 1956. 9 池田忠雄 (75.12-95.12)
箕面市 1956. 12 中井武兵衛 (73.9-93.9)
柏原市 1958. 10 山西敏ー(73.3-05.3)
門真市 1963. 8 東 澗(85.7-05. 7) 
摂津市 196. l 井上一成(68.10-76.10)・ 井上信也 (76.10-88.10)*注l
高石市 196. 1 
藤井寺市 196. 1 堀躇宏(79.5-9. 5) 浅野政雄(67.2-91. 2) 
泉南市 1970. 7 向井通彦 (94.5—現在）
四條綴市 1970. 7 森本稔(72.10-02.8)
交野市 1971. 1 
大阪狭山市 1987. 10 原田誠一(71.11-90.9)*注2吉JII悦次(87.10-92.1)*注3
典拠
① 歴代知事編纂会編「日本の歴代市長』第2巻（歴代知事編纂会， 1984年1月） ⇒1947年
-1984年5月末
② 『日本都市年鑑』 ⇒1984年6月-2008年9月
③ 全国市長会HP⇒2000年1月～現在
（注1) 井上一成市長は衆議院議貝に当選 (76.12)。信也市長は一成の弟。
（注2) 1966年9月から交野町長をつとめた後，初代市長となる。
（注3) 狭山町長を 7期つとめた後，初代市長となる。
＊上に注記した 3市については厳密には「 5選以上市長」ではないが参考事例として掲載している。
1 多選市長の 3類型
Iであげた論稿において籠者は次のように問題を提起した。
「大阪府には多選市長が多い。多選の市長が当選を果たす毎にこの点にメデイアの注
目が集まり，その理由について一応の説明がなされて，ほどなく関心の対象外となる。
このようなサイクルがここ何回か続いている。実際，全国で 7選以上の多選市長は2002
年 1月現在で 8人いるが，そのうち 5人が大阪府下の市長である。貝塚 (9)'四條畷
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(8)'柏原 (8)' 岸和田 (8)' 富田林 (7) [以上大阪府］，蕨 (7) [埼玉県］，牛深 (7)
［熊本県］，掛川 (7) [静岡県］である（括弧内は選出回数）」3)。
そして，「大阪府に多選市長が多い」要因についてしばしばなされる 3種の説明，す
なわち「多党化現象」による説明，「ムラ社会的部分の存在」による説明，「文化論」的
説明を取り上げ，いずれも充分な説明力をもたず，反証も容易であることを指摘した上
で，大阪府下の多選市長 (7選以上の市長） 8事例を対象に，① 多選市長の選挙にお
ける推薦支持政党の配置，② 市議会の党派構成の特徴と変遷，③ 政治対立の様相（多
選市長を生み出した各市での選出過程＝争点や対立のあり様）を順次検討した。その結
果，以下の 3つの類型を析出できた。少し長くなるが結論部分を引いておきたい。
「① ［行政主導型・多党化による多選市長］ 政党化の進行していない時期に市長
となった保守系市長が，多党化の進行に適応して，党派色を一層弱め，市議会で比
重を増しつつあった「革新系（あるいは非保守系）」の要求にも配慮した市政を行
うことで， （少なくとも共産を除く）超党派的な支持基盤を形成して行った場合。
府下の多選市長の初期の 2例（池田市，守口市）が，これである。池田市には自動
車メーカーの大規模な工場（ダイハツ）があり，守口市は家電メーカーの大規模工
場（松下，三洋）があって， ともに革新系（労働勢力）の安定的基盤が存在してい
た。「多党化」仮説がもっとも当てはまる事例と言えよう。
② ［ムラ社会型多選市長］ 都市化が比較的おそくに進行し，市政レベルでの政
党化の程度が低い場合には，「ムラ社会」仮説が当てはまりそうである。府下の多
選市長の 8事例で言えば，四條畷市がこれであろう （同市の市制施行は70年7月1
日）。 8市の中で90年代になってなお政党化率が50%を下回っているのは同市だけ
である。［中略］
③ ［政治主導型・多党化による多選市長］ 保守系が分裂し，その一方（一部）
が革新系の擁立した候補者を支持することで，革新市長が誕生する。そして多党化
の一層の進展（保守系の勢力低下）の中で，当初反対陣営にあった保守系も対抗馬
を立てることを断念して与党化し，多選の基盤が形成されて行った場合。府下8事
例のうち，残る 5事例（貝塚市，柏原市，岸和田市，松原市，富田林市）がこれに
当たる。 一方に多数派である保守系を分裂させる強い対立があり，他方で当選の見
込める候補者を擁立できるだけの勢力を革新系が持っていることが特徴である。こ
3) 森本，前掲， 2004年， 117頁。
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の場合，政治的対立（その原因は様々である）が根強く潜在しているために，党派
間の言わば「バランサー」としてその技量なり存在感なりを認知された市長は，他
の場合にも増して「余人をもって替えがたい」となり，多選の基盤を築くことにな
る。この事例の市長に無投票当選が多いのは偶然ではない。そしてこの対立が深刻
なほど，無投票当選が続くのである」。「そして1990年代に次々と現れて「多選市長
の翡出」現象としてマスメデイアで注目を集めた 6事例は[1例を除き］すべて
「政治主導型・多党化による多選市長」に分類できる」のである叫
m 多選市長退任後の選挙過程（概観）
本章では 8市の多選市長退任後の選挙過程と選挙結果について主に新聞報道5) を資
料として概観する。
1. 岸和田市 原 舜市長 (8期）の後
2005/ l l/27 52. 66 % 
・-----------------------------
野口 聖 64歳（無所属，自民・公明＝推薦）連合大阪の推薦あり 30,910 I前市収入役
谷口誠 62歳（無所属） 26,827 
メ野久寿喜 56歳（無所属） 20,661 前市議
西川 治 68歳（無所属） 4,373 I元市産業部長
自民，公明の推薦に加えて連合大阪の推薦を受けた野口候補は「「32年の革新市政か
らの脱却」を訴えて」「原市長の市政を批判，「岸和田再生」をスローガン」として「市
議や国会議員の応援も受け」「組織戦を展開」した。「原市長の後援組織を引き継ぎ，市
政の継承を掲げた」谷口候補（大学名誉教授・理学系）は「「行政の手垢にまみれてい
ない」と市役所外部の発想を強調」「バイオテクノロジーの専門家として環境関連企業
の誘致などを訴え」た6)。原市長の初当選時 (73年） 6選時 (93年） 8選時 (01年）に
続く激しい選挙戦となり後継者が破れたのである。
4) 以上，森本，前掲， 2004年， 143-145頁。
5) 本章で主に利用したのは『朝日新聞』記事だが，とくに注記なしに「朝日新聞』大
阪とあるのは，同紙大阪本社発行版（大阪市内版）である。また開票結果および推薦
支持政党など候補者の属性についても基本的に投票日前後の「朝日新聞』（大阪本社
版）記事による。なお多選市長時代の選挙過程については前掲拙稿を参照されたい。
6) 「朝日新聞』大阪， 2005年11月28日朝刊
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2. 池田市 武田義三市長 (7期）の後
① (75/4/27) 70.21% 
---------------------------------------------------------------------------------------------------------
若生 正 51歳（無所属，自民・社会・公明・民社＝支持） 30,892 元市助役
村上高信 65歳（無所属，共産＝支持） 14,448 
② (79/4/13) 無投票
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・r・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
若生 正 55歳（無所属，自民・社会・公明・民社＝推薦） 無投票当選
③ (83/4/15) 無投票
------------------------------------------------------------------------------r------------------------------
若生 正 59歳（無所属，自民・社会・公明・民社＝推薦） 無投票当選
④ (87 /4/19) 無投票
------------------------------------------------------------------------------r------------------------------
若生 正 63歳（無所属，自民・社会・公明・民社＝推薦） 無投票当選
⑤ (91/4/14) 無投票
----------------------------------------------------------------------------r------------------------------
若生 正 67歳（無所属，自民・社会・公明・民社＝推薦） 無投票当選
75年選挙では「激しい選挙戦を繰り広げた」共産党も79年選挙では「「対立候補を出
すのは，若生陣営を刺激して，府知事選にマイナス」という判断をしたといわれ，「市
民要求を解決しようとする積極性も認められる」（渡辺邦夫池田市委員長）と， 2月に
候補擁立の見送りを決めた」”。以後 4回の選挙はすべて無投票となるのだが，これに
ついて退任直前の取材で「若生市長は「池田がすでに成熟した街だったから」と説明す
る。「22平方キロと市域が狭いうえ，半分は山地で，残りは宅地と商業地。市の誇り，
五月山の緑を残せば，人口は10万から増えようがない。下水道事業も全国に先駆けて進
むなど，開発をめぐる争点は乏しかった」とも分析する」。「共産も「市議，府議，知事
の選挙がある統ー選では，市長選まで戦う余裕がない」と，これまで独自候補の擁立を
見送ってきた」8)。
◎ 7選市長と 5選市長の後
① (1995/4/23) 57. 37% 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・-・・・ ―・-・・-・・・-・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・............. ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・-・ 
倉田 薫 46歳（無所属さきがけ＝推薦） 20,041 前市議・元市議会議長二=~ニ:::~· 新進・社会・公明＝推薦）r 1;:~:~ r塁：育長
7) 『朝日新聞』大阪， 1979年4月14日朝刊
8) 『朝日新聞』大阪， 1995年4月19日朝刊
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ところが「一時， 6選に意欲を見せた」若生市長が一転引退表明を行うや本格的な選
挙戦が20年ぶりに展開する。 95年4月の選挙では「自民は自主投票を決めたが，地元代
議士や府議が倉田候補の集会に駆けつけ，肩入れを強めている。片山候補には，社会，
公明，旧民社が支援し，自民の一部も加わっている」というオール与党体制が崩れ激し
い対決が見られた。結果は，「若生市長の後援会組織の大部分を継承」し「若生市政の
継承を強調した」片山候補は敗れ，選挙戦で「「CHANGE」の黄色い看板を掲げ」「市
政の変革を訴え」た倉田候補が当選した9)。なお，倉田市長はその後4回の市長選挙を
制して 5選市長となった (2, 3, 5選目は共産党推薦候補を相手に大差で当選し， 4 
選目は無投票だった） IO)。この点で池田市は大阪府における「多選市長」都市の代表格
と言えるかもしれない。
3. 貝塚市 吉道勇市長 (lo期）の後。
［参考］ 吉道勇市長の10選目 (2006/1/22) 26.21 % 五這｀｀｀｀五呵｀｀｀｀正国麗）―ー r-;1:s碕r------
赤坂誠一 56歳 （無所属） 5,936 前市総務部長
(2010/1/24) 47. 59% 
-----------------------------------------------------------------------------------------------------------
~==~:;: : r :::~~; r :塁：
吉道市長が社会党推薦の革新系無所属候補として自民党推薦の保守系無所属候補を接
戦で破った初当選時 (70年）以後9回の選挙は無投票が5回，勝敗の明らかな選挙が4
回と無風状態が続いていた。10選目の選挙時の『朝日新聞』記事は言う。「［貝塚市は］
吉道氏のもとで臨海部の開発が進んだ。バブル崩壊後は財政が悪化したが， 2次にわた
る財政健全化計画を実施し， 04年度決算は 6年ぶりに黒字転換した。ある市議は「市政
運営でこれといった失敗がない。弁も立つ」と評価する」。「吉道氏自身，「よもや11選
はないと思う」と語っているが，積極的に世代交代を探る動きは起きず，逆に「今回が
最後なら」とのムードも漂う。すでに自民，公明，共産など市議会の全5会派が吉道氏
を推薦している。対する赤坂氏は多選批判を展開する考えはないといい，「市議会定数
の削減」を中心に訴える」I)。
9) 『朝日新聞」大阪， 1995年4月19日朝刊， 1995年4月24日朝刊
10) 倉田市長は2011年11月実施の大阪府知事選挙に立候補するために 5期目途中で職
を辞した。なお府知事選挙の結果は落選だった。
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吉道市長退任表明後の市長選挙は40年ぶりの本格的な選挙戦となった。争点は「継承
の度合」である。『朝日』記事を借りれば「候補者の両氏はともに副市長を長く務めて
きたこともあり，政策面で対立する争点はなかったが，現市政をどう評価するかという
吉道市長との距離感が注目されていた。／藤原氏は，山中氏が「長期政権で生まれたマ
ンネリ感，沈滞感を打破したい」としていたのに対し，「公正公平ないいところは継承
し，新しい風も入れたい」との姿勢を示していた。「後継者指名はしない」としていた
吉道市長は，選挙戦になると藤原氏の事務所開きや出陣式に出席。「 1人の有権者とし
ては藤原氏を選ぶ」として事実上の支援姿勢を見せていた」12)。結果は「より大きな継
承」候補が僅差で制した。
4. 守口市 木崎正隆市長 (9期目在職中逝去）の後
① (1987年 9月13日） 45.17% 
--------------------------------------------------------------------------------------------------------
喜多洋三 56歳 （無所属，社会 ・公明・民社・社民連＝推薦） 35,819 元助役
久保勝昭 45歳（無所属，共産＝推薦） 7,599 
北村正治 72歳（無所属）（自民党守口支部長） 7,014 
② (1991年 9月8日） 33.19% 
―・--------------------------------------------------------------疇.-囀.-一ーー・・—-- - ---- - ------ ---------------------喜多洋三 60歳 （無所属，自民 ・社会 ・公明・民社 ・社民連＝推薦） 31,260 
松本愛輔 54歳（共産） 7,631 
③ (1995年9月10日） 29.10% 
-----------------------------------------------------------------------------------------------------------
喜多洋三 64歳（無所属，自民・新進・社会 ・公明＝推薦） 27,599 
正垣伸夫 35歳（共産） 7,517 
④ (1999年 9月5日） 32.15% 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------
喜多洋三 68歳（無所属，自民・民主 ・公明＝推薦） 29,631 
大河信弘 52歳（共産） 9,052 
⑤ (2003年 9月7日） 36.33% 
----------------------------------------------------------------------------------------------------------
喜多洋三 72歳（無所属） 19,925 
今西良一 67歳（無所属，自民 ・民主＝推薦） 15,689 元市議
土川秀孝 41歳（無所属，共産・社民・新社会＝推薦） 7,161 
木崎市長の 7選目 (77年）は無投票， 8選目 9選目 (85年）は共産を除く相乗りで勝
11) 『朝日新聞』大阪， 2006年 1月13日朝刊
12) 『朝日新聞』大阪， 2010年 1月25日朝刊
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敗の明らかな選挙戦だったが，急逝後の選挙 (87年）でも自民党支部長の個人的行動を
除けば基本的には同じ政党支持の構図だった。『朝日』記事によれば「［喜多候補の出陣
式では］自民党の北川石松代議士もマイクを握り「選挙後にしこりが残るといけないの
で推薦を見送った」。「［北村候補の出陣式で］まず北川石松代議士 （自民）が激励のあ
いさつ。「北村候補は故木崎市長の長年の友人であり後輩。長年の友情から，私は北村
候補の情熱と政治経験が生かされるよう祈ります」13)。このように戦後初期に始期をも
つ多選市長とその後継者が5選という長期市政の双璧というべき池田市と守口市である
が， 2代目 (5選）の最後の選挙戦と退任表明後の市長選挙の帰趨の相違を考える上で
示唆的な記事もすでに見られる。
「守口は，大手家電メーカ ー2社をかかえ，財源では法人市民税の比率が高く，景気
の変動に左右されやすい。今後は法人市民税と個人市民税のバランスがとれた町づくり
を進める必要がある」と 14)。
◎9選市長と 5選市長の後
(2007/9/9) 38.10% 
. -------------------------. 
西口勇 62歳 （無所属自民・公明＝推薦） I 26,198 I前府議
小笹智子 53歳 （無所属）喜多前市長および連合大阪の支援あり 17,931 
2代に及ぶ多選市長後の選挙は上で示唆した問題点が表面化したものとなった。「最
大の争点は財政再建だった。同市は松下電器， 三洋電機の「企業城下町」として知られ
てきたが，本社機能の移転などで，法人市民税はピーク時の 3分の 1弱に減少。一方，
生活保護費の増加などで歳出削減は進まず，基金も底をついた。05年度の実質収支赤字
は29億円で，府内最悪だ」15) という状況の下，後継候補はかなりの差で敗れた。
5. 富田林市 内田次郎市長 (7期）の後
＊投開票日を市議選 （統一地方選）と同一日にするため任期前の辞職引退を表明 (02
年9月）
(2003/4/27) 56. 25 % 
——• ---------------------------------------------------------------------
多田利喜 52歳 （無所属自民・公明・自由・保守＝推薦）『蕊扇4ー・1五面譲羞議長―
徳山博ー 53歳 （無所属） 23,035 元市議会議長
13) 「朝日新聞』大阪， 1987年 9月7日朝刊
14) 『朝日新聞』大阪， 1987年9月14日朝刊
15) 「朝日新聞』大阪， 2007年 9月11日朝刊
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＊「支持を表明した共産の支援を断る」
保革対決の接戦となった内田市長初当選時 (75年）以後はしばしば共産も含む相乗り
で無投票 (3回）あるいは大差の選挙戦 (2回）が続いたが， 7選目 (99年）は自民以
外の全党推薦支持の現職対自民推薦の多田候補の接戦となった。内田市長退任表明後の
この選挙では「市政変革を訴えた」多田候補が「選挙公報に内田市長の推薦があること
を明記。現市政を評価し，後継者の姿勢を強調した」徳山候補を破った16¥
6. 松原市 土橋忠昭市長 (7期目途中，病気で辞職）の後
(2001/6/17) 41.60% 
；［野李厠i;jg,i (伍詞属ー.一ー百応．ー五三二菰麗〗--- rー五：432『;助査＿＿
坂田繁数 50歳 （無所属，共産＝推薦） 17,148 前市議
中野俊夫 53歳（無所属） 3,811 
初当選時 (74年）は共産・公明の推薦支持で保守系候補と激しい選挙戦を展開した土
橋市長も 4選目 (86年）からは自民と共産がともに与党となり 4期連続無投票当選だっ
た。その退任表明後の選挙は共産除く相乗り候補対共産推薦候補の対決という他市で一
般的に見られる構図となり，「「土橋市政を継承する」と述べた」17)前助役の中野孝則候
補が当選した。
7. 柏原市 山西敏ー市長 (8期）の後
(2005/2/13) 54. 66 % 
-------------------------
岡本泰明 65歳（無所属，自民・民主＝推薦）連合系労組の支持あり 16,772 I元市議会議長
上田学 46歳（無所属） 9,528 
桝谷政則 54歳 （無所属，共産＝推應） 6,153 I元市議会副議長
岡本候補（会社経営者）は山西市長2選目 (77年）と 3選目 (81年）に保守系候補と
して当時社会・公明・民社の推薦を受けていた同市長と激しい選挙戦を展開した経験を
持っていたが， 25年ぶりとなる今回「引退する山西前市長の多選やハコもの行政などを
批判し，市政刷新を訴え」18), 「いち早く市職労など連合系労組の支持を得て，さらに
16) 『朝日新聞」大阪， 2003年4月28日朝刊
17) 『朝日新聞』大阪， 2001年 5月10日朝刊
18) 『朝日新聞』大阪， 2005年6月10日夕刊
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自民と民主の推薦も取り付けた。……上田氏は， 3候補のなかで 1人だけ議員経験がな
かったが， 40歳代という若さを前面に打ち出した。しかし選挙戦で，山西市長が上田氏
の支持を訴え続けたことは，長期市政の「後継者」としての印象を与え，むしろ「新し
い風を」のスローガンが説得力を欠く結果」19)となり，後継者の敗北となった。
8. 四條啜市 森本稔市長 (8期目途中辞職）の後
* 8期目在職中，学校給食施設工事をめぐる競争入札妨害で逮捕（後に加重収賄容疑
も）辞職。
(2002/9/8) 48. 33 % 
田中夏木 68歳（無所属） 保守系 6,150 
扇谷 昭 53歳（無所属） 連合大阪の支援 6,115 前市議
吉村宏一 63歳（無所属） 保守系 4,238 前市議会議長
宮田浩 60歳（共産） 4,136 元市議
8選中無投票が4回，勝敗の明らかな選挙戦が3回という一貫して無風状態のなか多
選を重ねた森本市長が不祥事で辞職した後の選挙戦は一転接戦となった。田中候補は
「自民市議らの支援を受けた」が「吉村候補と保守票を奪い合った」結果，「公明の支
持層も取り込めると期待していただけに予想外の苦戦」となった20)。
N ポスト多選市長の諸パターンの析出とその含意
[ 1 ] 財政事情とポスト多選市長
以上10例（池田市と守口市の後継の 5選市長も含む）の多選市長の退任パターンを分
類すれば，任期満了による引退（これに近いものを含む）が7例，死亡あるいは病気に
よる中途退任が2例，不祥事による中途退任が 1例であり，選挙での落選による退任の
事例はなかった21¥
そして多選市長の次の市長について見れば，① 「後継者」が当選した事例が4例，②
逆に「後継者」が落選した事例が5例，③ 「後継者」がいない事例は 1例のみ（四條畷
市）だった。これを時期別に見れば，多選市長の「後継者」は90年代までは 3例中 2例
19) 『朝日新聞」大阪， 2005年2月15日朝刊
20) 『朝日新聞」大阪， 2002年9月9日夕刊
21) 7選以上市長に限定した本論では取り上げなかったが， 6選市長で 7選目に挑戦
して落選した事例が 1つだけある。00年4月選挙で落選した泉佐野市長である。
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が当選している。これに対して2000年以降は 6例中 2例の当選である（注にあげた泉佐
野市長の 7選失敗も2000年であった）。従来の市政を否定的にみる有権者が増加したた
めであろうか。そうだとしてそのような有権者意識の増加の背景には市政運営の困難の
増大（とりわけ「財政事情の悪化」）がもっとも大きな要因としてあるのだろうか。
そこで，まず，この点を検証してみたい（「資料2: 多選市長都市の財政指標」参照）。
資料では，本稿で取り上げた多選市長都市の財政状況とその変化を明らかにするために，
地方財政状況の指標として一般的に用いられる 4個の指数を示している22)。以下，こ
22) 財政力指数とは「地方公共団体の財政力を示す指数で，基準財政収入額を基準財
政需要額で除して得た数値の過去 3年間の平均値。財政力指数が高いほど，普通交
付税算定上の留保財源が大きいことになり，財源に余裕があるといえる」。指数が
1を超えると普通地方交付税の「不交付団体」となる。2001年（平成13年）度
-2003年 （平成15年）度の 3 カ年平均•財政力指数の市町村平均値を見ると，大都
市0.81, 中核市0.81,特例市0.85, 中都市（人口10万人以上） 0.83, 小都市（人
口10万人未満） 0.60, 町村0.36である。
経常収支比率は「地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で，人
件費，扶助費，公債費のように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充
当された一般財源の額が，地方税，普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入さ
れる一般財源（経常一般財源），減税補てん債及び臨時財政対策債の合計額に占め
る割合。この指標は経常的経費に経常一般財源収入がどの程度充当されているかを
見るものであり，比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいることを表す」。
公債費負担比率は「地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断
する指標の一つで，公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合。公
債費負担比率が高いほど， 一般財源に占める公債費の比率が高く，財政構造の硬直
化が進んでいることを表す」。
起債制限比率は「地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断す
る指標の一つで，地方債元利償還金及び公債費に準じる債務負担行為に係る支出の
合計額（地方交付税が措置されるものを除く 。）に充当された一般財源の標準財政
規模及び臨時財政対策債発行可能額の合計額（普通交付税の算定において基準財政
需要額に算入された公債費を除く 。）に対する割合で過去 3年間の平均値。起債制
限比率が20%以上の団体については， 一定の地方債（一般単独事業に係る地方債）
の起債が制限され， 30%以上の団体については，さらにその制限の度合いが高まる
（一部の一般公共事業に係る地方債についても起債が制限される）こととなる」。
（以上，総務省『平成17年版（平成15年度決算）地方財政白書』の用語解説による。）
なお，平成18年度 (2006年度）からの地方債制度変更（協議制度への移行）にと
もない地方公共団体における「公債費による［財政］負担度合いを判断し，起債に
協議を要する団体と許可を要する団体とを判定するための指標」として新たに実／
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の4つの指数を手掛かりに各都市を個別に見て行こう 。
資料2 多選市長都市の財政指標
岸和日市 5選1989/1 6選193/1 7選197/l 8選201/1
財政指標（選挙前年鹿） 198年度 192年度 196年度 200年度
財政力指数 0.82 0.83 0.737 0.702 
経常収支比率％ 8.5 82.6 97.5 95.5 
公債費負担比率％ 1.5 10 15.6 15.6 
起債制限比率％ 1.6 10.2 10. l 1.8 
池田市 4選1987/4 5選191/4 非後継者初195/4 2選1999/4
財政指標（選挙崩年度） 1986年度 190年度 194年度 198年度
財政力指数 1.02 1.075 1.01 0.956 
経常収支比率％ 103.3 89.9 104.9 12 
公債費負担比率％ 18.9 15.9 12.5 14.l 
起債制限比率％ 19.4 17.2 13.l 12.7 
非後継者初205/1
204年度
〇.62
97.6 
18.4 
13.5 
3選203/4 4選2007/4
202年度 206年度
0.917 0.95 
106.3 101.3 
15.2 16.7 
12.5 1.6 
貝塚市
財政指標（選挙前年度）
財政力指数
6選190/1
198年度
0.71 
7選194/1
192年度
〇.72 
8選198/2
196年度
0.714 
環 202/11 10選206/1I後継者枡2010/1
200年度 204年度 208年度
0.659 0.689 0.746 
＼質公債費比率が導入された。これは「従来の起債制限比率について一定の見直しを
行ったもの」で，見直しの要点は「公営企業の元利償還金への一般会計からの繰出
しや， PFIや一部事務組合等の公債費への負担金等の公債費類似経費を原則とし
て算入することなどによる実質的な公債費の把握，また，満期一括償還方式の地方
債に係る積立ルールの統一など」である。具体的には「地方債の元利償還金（繰上
償還等を除く。）や公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた
実質的な公債費相当額から，これに充当された一般財源のうち普通交付税の算定に
おいて基準財政需要額に算入されたものを除いたものが，標準財政規模及び臨時財
政対策債発行可能額の合計額 （普通交付税の算定において基準財政需要額に算入さ
れた公債費等を除く。）に対し」て占める割合を示す。「実質公債費比率が18%以上
となる地方公共団体については，地方債協議制度移行後においても，起債に当たり
許可が必要」となり，「25%以上の団体については， 一定の地方債（一般単独事業
に係る地方債）の起債が制限され， 35%以上の団体については，さらにその制限の
度合いが高まる（一部の一般公共事業に係る地方債についても起債が制限され
る。）」とされている（なお手続きで用いられる比率は過去3カ年平均の実質公債費
比率）。（以上，総務省『平成20年度版（平成18年度決算）地方財政白書』の「第 1
部平成18年度の地方財政」「用語の説明」による。）
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三歪五正祐王壬%I : I 荘:I I窃ミI ]~:: I ~:: I :〗ミ）＊
*2006年度の地方債制度変更により2008年度は別の計算式による「実質公債費比率」の公表と
なったため本表では2007年度分の「公債費負担比率」を掲載した。また08年度の起債制限比率は大
阪府 HPによる。
守口市 後継者枡1987/9 2選191/9 3選195/9 4選199/9 5選203/9 隷継者枡207/9 
財政指標（選挙繭年度） 1986年度 190年度 194年度 198年度 202年度 206年度
財政力指数 1.02 0.931 0.928 0.895 0.82 0.81 
経常収支比率％ 109.4 92.9 107.3 106.6 109.4 10.6 
公債費負担比率％ 14.5 12.1 13.l 15 14.8 14.6 
起債制限比率％ 14.l 13 12.6 13.6 13.3 1.5 
富田林市 4選1987/8 5選191/7 6選195/7 7選199/8 隷継翻203/4
財政指標（選挙崩年度） 1986年度 190年度 194年度 198年度 202年度
財政力指数 0.74 0.797 0.752 0.739 0.689 
経常収支比率％ 90.1 76.5 94.9 96.8 91.8 
公債費負担比率％ 14.2 7,6 13.8 16.7 ， 
起債制限比率％ 13 9.4 14.2 12.8 7.2 
松原市 5選190/9 6選194/9 7選198/9 後継者初201/6
財政指標（選挙前年度） 1989年度 193年度 197年度 200年度
財政力指数 0.707 0.69 0.659 0.615 
経常収支比率％ 91.8 90.6 98 96.6 
公債費負担比率％ 12.7 1.4 13.4 13.6 
起債制限比率％ 12.8 1. 7 1.l 10.7 
柏原市 5選1989/2 6選193/2 7選197/2 8選201/2 非後継者初205/2
財政指標（選挙崩年度） 1987年度 191年度 195年度 199年度 203年度
財政力指数 0.76 0.791 0.716 0.671 0.628 
経常収支比率％ 86.l 81.9 89.8 8.6 97.7 
公債費負担比率％ 12.7 9.2 9. l 10.4 1.8 
起債制限比率％ 9.7 8.2 7 6.4 6.5 
四條畷市 5選198/9 6選192/9 7選196/9 8選200/9 賤者なし202/9
財政指標（選挙前年度） 1987年度 191年度 195年度 199年度 201年度
財政力指数 0.61 0.652 0.645 0.621 0.608 
経常収支比率％ 93.6 83.9 98.7 101.3 101.5 
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公債費負担比率％
起債制限比率％
泉佐野市（参考）
財政指標（選挙前年度）
財政力指数
経常収支比率％
公債費負担比率％
起債制限比率％
15.1 
13.5 
4選1988/2
1986年度
0.87 
106.2 
15.6 
14.9 
関法第62巻第3号
9.9 
10.7 
5選1992/2
190年度
0.925 
90.4 
1.1 
12.5 
1.4 
9.5 
6選196/2
194年度
0.949 
102.5 
12.4 
12.2 
16.2 
10.2 
7選睛選200/2
198年度
1.145 
104.4 
16.4 
13.7 
14.2 
9.7 
参考
200年度
1.071 
107.4 
20.8 
15.9 
参考
204年度
0.98 
104.7 
24.1 
18.8 
（出典） 大阪府総務部市町村課編『大阪府市町村ハンドブック』（財）大阪府市町村振典協会，各
年度版。
1. 岸和田市
もともと府下都市平均を下回り余裕があるとは言えなかった財政力23)は経年的に低
下傾向を示し，経常収支比率．公債費負担比率．起債制限比率のすべての指数も悪化傾
向にあった。多選市長退任による市長選が行われた年の前年度決算 (2004年度）の財政
指標はさらに悪化している（財政力指数0.62,経常収支比率97.6%,公債費負担比率
18.4%, 起債制限比率 13.5%)。府下の都市平均に比べても指標は芳しくない（府下の
都市平均は，財政力指数0.804,経常収支比率96.9%, 公債費負担比率 14.2%,起債
制限比率 10.3%)。ある地方財政研究者は，経常収支比率が90%以上，公債費負担比率
が20%以上，起債制限比率が15%以上を財政運営の厳しさの目安としているが24), こ
れに従えば，岸和田市の選挙前年度には財政運営はかなり厳しくなっていたと言える。
岸和田市の場合は，財政運営が厳しく，かつ後継者が落選の事例である。
23) 92年度 ・96年度 ・00年度で，それぞれ0.83,0.737, 0.702だった（府下都市平
均はそれぞれ0.978,0.929, 0.846)。ただし，同市の財政力に余裕がある，ない
（自主財源が豊富，乏しい）というのは，あくまで大阪府で見た相対的なレベルで
あり，例えば，北海道の諸都市の財政力は総じてたいへん乏しい。平成17年度
(2005年度）の財政力を見ると， 0.6を超えているのは， 35市中 6市のみで最高で
も苫小牧市の 0.79に過ぎず（札幌市は 0.67), 旧炭鉱都市は0.1-0.2台であった
（夕張0.23,赤平0.21,三笠0.20,歌志内0.11など）。主要都市でも函館市0.46,
小樽市0.47,釧路市0.48と低位にある。（総務省『平成19年版（平成17年度決算）
地方財政白書』）
24) 澤井勝「財政は本当に苦しいのか—診断作業による地域で判断できる力を
- 」「月刊自治研』 41巻472号 (1999年 1月）， 19-23頁。
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2. 池田市
本稿の対象である多選 (7選以上）市長都市で，財政力指数が1を超えている，すな
わち財政力がかなりあって普通地方交付税の「不交付団体」だった市は，多選市長都市
の老舗（戦後初期からの多選市長都市）とも言える池田市と守口市のみであった。その
池田市もその後 1を割って「交付団体」になるが，ここで見る1994年度（非後継者が当
選した選挙の前年度）にはまだ 1を超える富裕団体である。とは言え，財政運営は楽観
を許さないものだった。公債費負担比率および起債制限比率は86年度決算ではそれぞれ
18.9%と19.4% (府下平均［全市町村］が15.7%と14.5%) とかなり高率どころか危険
水域近く （起債制限比率が20%を超えると自治省［現総務省］による起債制限措置を受
ける）であり，岸和田市の2004年度の財政状況よりもさらに厳しいものだった。これは
その後改善の方向に向かい， 1995年選挙の前年度時点ではかなり好転していた（公債費
負担比率12.5%, 起債制限比率13.1%)。とは言え，府下都市平均（それぞれ11.1%と
9.8%) と比べれば芳しくはなく，さらに経常収支比率が100%を超えているという財政
構造の硬直化が著しい状況であった。
池田市の場合も，財政運営が厳し<'かつ後継者が落選の事例である。
3. 貝塚市
貝塚市の財政力はもともと府下都市平均をかなり下回り，自主財源の豊かな都市では
なかった。ただし低下傾向は2000年前後に見られたが，その後回復基調にあって， 10選
市長の10期目になると90年ごろを上回る水準になっている (08年度で0.746, 府下都市
平均0.839)。また経常収支比率，公債費負担比率，起債制限比率の 3指標も， 90年代
から2000年前後まで悪化していったが，その後，持ち直し，府下都市平均と同水準にま
で回復している (07年度で， 97.8 % , 14% , l O. 7 %。府下都市平均は， 98.5%, 14.8%, 
10.5%)。08年度には経常収支比率98.5% (府下都市平均97.4%)であった。なお地方
債協議制度への移行により新たに導入された指標である実質公債費比率は08年度で
12.4%と府下都市平均6.7%をかなり上回っていた (07年度はそれぞれ12.0%と7.3%)
が，地方債許可団体への移行基準となる18%は大きく下回っている。（ちなみに08年度
で18%を超える市は大阪府では泉佐野市のみだった。）
貝塚市の場合は，財政状況が回復し，かつ後継者が当選した事例である。
4. 守口市
守口市はかつて池田市とともに財政力指数が1を超える自主財源の豊富な都市だった
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が90年前後から 1を割り，以後低下の一途を辿っている。9選市長急逝に伴い実施され
た87年選挙では後継者が当選した。選挙前年度86年度時点では財政力指数はまだ 1を超
える富裕団体だったが，経常収支比率は100%を超え，財政構造の硬直化が著しかった。
富裕だが財政構造の硬直化が著しいという特徴が池田市と守口市という多選市長都市の
老舗（戦後初期からの多選市長都市） 2都市に共通してみられるのは典味深い。この経
常収支比率100%超え（＝財政構造の著しい硬直化）という特徴は両市で本稿の分析対
象である2006年度時点までほぼ持続している。公債費負担比率および起債制限比率は86
年度決算ではそれぞれ14.5%と14.1%と低くはないが，府下平均［全市町村］並みであ
る（それぞれ15.7%と14.5 %)。以後9選市長の後継者である5選市長時代に守口市の財
政力は大きく低下の途を辿り， 5選市長の非後継者が当選した市長選の前年度 (2006年
度）には 0.811まで下がっている （府下都市平均は 0.818。ちなみに池田市は 0.95で
止まっている）。経常収支比率も依然100%を超えていた。とは言え，改善傾向にはあり
(100%丁度まで改善），また公債費負担比率および起債制限比率はほぼ横ばいもしくは
ある程度改善傾向で (14.6%と11.5%)で府下都市平均並み (14.2%と10.5%)である。
守口市の場合は，まず87年選挙について言えば，財政運営は厳しくなってきていたが，
後継者が当選した。次の07年選挙については，財政運営の厳しさは増しており，そして
後継者が落選したという事例である。
5. 富田林市
もともと府下都市平均より低く 90年代には低下し続けていた財政力指数は，多選市長
の最終任期となった2000年代に入ってさらに低下した (2002年度で 0.689。府下都市平
均は 0.817)。他方で， 90年代には悪化を続けていた経常収支比率，公債費負担比率，
起債制限比率の 3指標は， 2002年度には大きく改善され，いずれも府下都市平均を上回
る水準に達していた （順に91.8%,9%, 7.2%。府下都市平均は， 97.5%,14.5%, 
10.3%)。
富田林市の場合は，財政状況はかなりの程度回復し健全化されたが，後継者が落選し
たという事例である。
6. 松原市
多選市長退任 （病気辞職）までの10年余りの時期， もともと大きくなかった財政力は
さらに低下の・一途を辿り，後任者の選挙が行われた年の前年度 (2000年度）の財政力指
数は 0.615にまで下がっている（府下都市平均は 0.846)。また同じ時期に，経常収支
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比率の悪化（財政構造の硬直化）も進行し，公債費負担比率も悪化傾向にあった。とは
言え， 2000年度で見れば府下都市平均の水準に止まっている（それぞれ， 96.6%と
13.6%。府下都市平均は， 95.6%と13.7%)。起債制限比率はわずかだが改善傾向にあ
り，また府下都市平均水準であった (2000年度で10.7%。府下都市平均は10.3%)。
松原市の場合は，財政状況は大きくは悪化しておらず，比較的安定的に推移しており，
後継者が当選した事例である。
7. 柏原市
財政力はもともと大きくなかったが， 90年代半ば以降さらに低下傾向を示し， 2003年
度（翌年度にポスト多選市長の選挙実施）には 0.628にまで下がった（府下都市平均は
0.811)。同じ時期，経常収支比率も悪化し，財政構造の硬直化が進行した (03年度は
97.7%, 府下都市平均は96.6%)。他方，公債費負担比率は悪化しているものの，その
程度は小さく，府下都市平均より良好であった (03年度で11.8%。府下都市平均は
14.4%)。起債制限比率は一貫して改善傾向にあり，府下都市平均よりもかなり良好で
あった (03年度で6.5%,府下都市平均は10.4%)。
柏原市の場合は，松原市と同様，財政状況は大きくは悪化しておらず，比較的安定的
に推移していたが，松原市とは逆に，後継者が落選した事例である。
8. 四條畷市
90年代以降， 3つの財政指標について一貫して悪化傾向にあった。本稿が対象として
いる 7選以上市長都市の中ではもっとも財政力が弱かったが，それもさらに脆弱化して
いた（ポスト多選市長の選挙が行われた年の前年度2001年度には 0.608。府下都市平均
は0.824)。経常収支比率も100%を超えて財政構造の硬直化は著しく進行していた (01
年度で101.5%。府下都市平均は95.5%)。他方で，公債費負担比率も悪化傾向にあった
が府下都市平均水準に止まっている (01年度で14.2%。府下都市平均14.3%)。起債制
限比率については安定的に推移しており水準も良好であった (01年度で9.7%,府下都
市平均10.3%)。
四條畷市の場合は，財政状況は比較的安定的に推移していた。が，本稿の対象である
多選市長のなかで唯一不祥事による途中退任という事例のため，「後継者」（明示的な，
あるいは黙示的な）はいない。ということで「財政指標と後継者の当落」の関係と言う
ここでの検討の対象からは除外される。
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9. 泉佐野市（参考）
泉佐野市の財政力は関空開港 (1994年）が寄与して年々上昇し， 1998年度 (6選市長
が7選目に挑戦した選挙の前年度）には財政力指数は 1.145と府下都市平均 (0.902)
を大きく上回り，普通交付税の不交付団体となっていた程であった。しかしながら，財
政構造の硬直化は著しく，ほぽ持続的に100%を超えた状態で推移してきた (1998年度
で104.4)。公債費負担比率および起債制限比率も悪化の一途を辿り，多選市長落選後
の新市長 1年目に当たる（したがって前任者時代の積み残しが大きい） 2000年度には，
それぞれ20.8%と15.9%に達していた。財政運営の危険水域に入っていたのである。
泉佐野市の場合は，本稿で取り上げた都市ではもっとも明確に財政状況が悪化し，そ
して後継者ではなく現職が敗れると言う，たいへん分かりやすい事例であった。
これらの結果を表にまとめれば以下のようになる。
表財政指標と後継者の当落
後継者の当選 後継者の落選 後継者なし
財政状況 貝塚市 (10年） 富田林市 (03年）
四條畷市 (02年）
安定or回復 松原市 (01年） 柏原市 (05年）
岸和田市 (05年）
財政状況
守口市① (87年）
池田市② (95年）
悪化 守口市② (07年）
［泉佐野市 (00年）］
（注）泉佐野市の場合，後継者は本人である。
この試論的マトリクスを見ると，財政状況が悪化した環境では後継者が落選する事例
がほとんどであり，財政状況が安定あるいは回復した環境では後継者の当落は同数であ
る。事例数が僅かなので文字通り試論の域を出ないが，印象としては「財政状況が悪化
すると後継者は落選しやすい」という，ごく常識的な結論になる。
[ 2 ] 歳出構造の変化とポスト多選市長
上で見たように「財政状況が悪化している場合は，後継者はほぼ落選する。が財政状
況が悪化していない場合でも後継者が当選するとは限らない」というわけだが，それで
は財政が安定あるいは回復しても後継者が落選するのはどのような場合だろうか。例え
ば，財政再建のために「市民に負担を強いる」場合だろうか。そこで，次にここで取り
上げた各市についてポスト多選市長選挙に至る何年間かの歳出構造の変化を概観する。
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資料 3 は，人件費・扶助費・公債費•投資的経費がそれぞれ各市の歳出総額に占める比
率および府下都市平均との偏差の推移を示したものである25)。
資料3 多選市長都市の歳出構成の変化（府下都市平均との比較）
岸和田市
財政指標（選挙揃年度）
人件費％
扶助費％
公債費％
投資的経費％
府下都市平均（注）
人件費％
扶助費％
公債費％
投資的経費％
対府下都市平均／指数
人件費
扶助費
公債費
投資的経費
池田市
財政指標（選挙崩年度）
5選1989/1
198年度
30.8 
14.8 
8.8 
16.6 
198年度
27.4 
12.8 
9.7 
18 
198年度
12 
16 
91 
92 
4選1987/4
1986年度
6選193/1 7選197/l 8選201/1]
192年度 196年度 200年度
24 26.1 23.6 
10.8 14 13.7 
6.9 ] 1. 7 10.3 
29.8 17.5 23.5 
192年度 196年度 200年度
25.4 26.9 26.5 
10.4 12.5 14.2 
7.4 8.5 10.1 
24. 7 18.8 14. 7 
192年度 196年度 200年度
94 97 89 
104 12 96 
93 138 102 
121 93 160 
5選191/41非後継者枡195/412選199/4
190年度 ]94年度 198年度
隷継者枡205/1
204年度
24.7 
2.2 
14.2 
3.8 
204年度
24.4 
20.6 
10.4 
8.3 
204年度
101 
108 
137 
46 
3選203/4
202年度
25) これら費目の内容を簡単に説明すると（総務省「地方財政白書』平成17年度版
［平成15年度決算］による），人件費には「職員給，地方公務員共済組合等負担金，
退職金，委員等報酬，議員報酬手当等」が含まれる。扶助費は「社会保障制度の一
環として，生活困窮者，児童，老人，心身障害者等を援助するために要する経費」
のことで，生活保護費，児童福祉費，社会福祉費，老人福祉費等からなっている。
なお，扶助費で最も大きな割合を占めるのが生活保護費（扶助費総額の34.6%),
次が児童福祉費 (34.4%),社会福祉費 (18.6%),老人福祉費 (4.8%)である。
老人福祉費の割合が小さいのは，「介護保険制度の実施に伴い関連経費が介護保険
事業会計から保険給付費として歳出されることになったため， 12年度以降その構成
比は大幅に低下」したため。公債費は「地方債元利償還金及び一時借入金利子の支
払いに要する経費」のこと。投資的経費とは「道路・橋りょう，公園，学校，公営
住宅の建設等社会資本の整備に要する経費であり，普通建設事業費，災害復旧事業
費及び失業対策事業費から」なる。
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人件費％ 36.8 31.5 35.4 3.5 31.2 
扶助費％ 7.7 6.2 7.8 9.3 9.7 
公債費％ 14.6 12 9.6 10.5 1.2 
投資的経費％ 12.7 21.5 13.5 7.7 6.7 
府下都市平均（注） 1986年度 190年度 194年度 198年度 202年度
人件費％ 27.3 26.4 26.8 27.4 25.3 
扶助費％ 13.8 1 1.6 14.4 16.4 
公債費％ 10.7 8.2 8.5 9.8 10.5 
投資的経費％ 17.8 20.7 20.9 15 13 
対府下都市平均／指数 1986年度 190年度 194年度 198年度 202年度
人件費 135 19 132 12 123 
扶助費 56 56 67 65 59 
公債費 136 146 13 107 107 
投資的経費 71 104 65 51 52 
貝塚市 6選190/1 7選194/1 8選198/2 9選202/1 10選206/1 後継者枡2010/1
財政指標（選挙前年度） 198年度 192年度 196年度 200年度 204年度 208年度
人件費％ 28.9 19 28.1 28.2 2.9 20.2 
扶助費％ 1.2 7.1 13.2 15.7 20.3 20.6 
公債費％ 9.2 6.3 14.6 13.5 8.8 ， 
投資的経費％ 28.7 40.6 14.8 7.1 5.5 8 
府下都市平均（注） 198年度 192年度 196年度 200年度 204年度 208年度
人件費％ 27.4 25.4 26.9 26.5 24.4 2.9 
扶助費％ 12.8 10.4 12.5 14.2 20.6 2.7 
公債費％ 9.7 7.4 8.5 10. l 10.4 10.6 
投資的経費％ 18 24.7 18.8 14. 7 8.3 7.5 
対府下都市平均／指数 198年度 192年度 196年度 200年度 204年度 208年度
人件費 105 75 104 106 94 8 
扶助費 8 68 106 ll 9 91 
公債費 95 85 172 134 85 85 
投資的経費 159 164 79 48 6 107 
守口市 後継者枡1987/9 2選1991/9 3選1995/9 4選199/9 5選203/9 非賤翻207/9
財政指標（選挙崩年阻） 1986年度 190年度 194年度 198年度 202年度 206年度
人件費％ 30.9 32.9 35.5 3.9 31.5 24.5 
扶助費％ 19.6 16.8 17.8 20.6 23.8 28.2 
公債費％ 8.9 8.7 9.8 1.2 1 9.8 
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投資的経費％ 18.6 17 .1 9.9 6.5 5.6 4.7 
府下都市平均（注） 1986年度 190年度 194年度 198年度 202年度 206年度
人件費％ 27.3 26.4 26.8 27.4 25.3 23.7 
扶助費％ 13.8 1 1.6 14.4 16.4 21 
公債費％ 10.7 8.2 8.5 9.8 10.5 10.8 
投資的経費％ 17.8 20.7 20.9 15 13 8.4 
対府下都市平均／指数 1986年度 190年度 194年度 198年度 202年度 206年度
人件費 13 125 132 124 125 103 
扶助費 142 153 153 143 145 134 
公債費 83 106 15 14 105 91 
投資的経費 104 83 47 43 43 56 
富田林市 4選1987/8 5選1991/7 6選195/7 7選199/8 非後継者枡203/4
財政指標（選挙前年度） 1986年度 190年度 194年度 198年度 202年度
人件費％ 23 19.4 21.9 25.5 24.2 
扶助費％ 1. 5 8.2 9.9 13.7 16.4 
公債費％ 9.4 5.5 1. 7 13.6 6.9 
投資的経費％ 12.3 27.9 15.5 7.5 12.1 
府下都市平均（注） 1986年度 190年度 194年度 198年度 202年度
人件費％ 27.3 26.4 26.8 27.4 25.3 
扶助費％ 13.8 1 1.6 14.4 16.4 
公債費％ 10. 7 8.2 8.5 9.8 10.5 
投資的経費％ 17.8 20.7 20.9 15 13 
対府下都市平均／指数 1986年度 190年度 194年度 198年度 202年度
人件費 84 73 82 93 96 
扶助費 83 75 85 95 10 
公債費 8 67 138 139 6 
投資的経費 69 135 74 50 93 
松原市 5選190/9 6選194/9 7選198/9 後継者枡201/6
財政指標（選挙前年度） 1989年度 193年度 197年度 200年度
人件費％ 26.7 2.9 27.6 26.8 
扶助費％ 12 10.2 15 16.5 
公債費％ 10.7 7.7 9.9 10.5 
投資的経費％ 16.l 24.7 12.1 9.1 
府下都市平均（注） 1989年度 193年度 197年度 200年度
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人件費％ 27 25.9 27.3 26.5 
扶助費％ 12.l 10.7 13.4 14.2 
公債費％ 8.8 7.8 9.2 10.1 
投資的経費％ 18.1 24.3 15.7 14.7 
対府下都市平均／指数 1989年度 193年度 197年度 200年度
人件費 9 8 101 101 
扶助費 9 95 12 16 
公債費 12 9 108 104 
投資的経費 89 102 7 62 
柏原市 5選1989/2 6選193/2 7選197/2 8選2001/2 隷継者枡205/2
財政指標（選挙崩年度） 1987年度 191年度 195年度 199年度 203年度
人件費％ 24.l 19.7 21. 7 20.2 19.6 
扶助費％ 12.8 9.5 10.8 13.1 17.1 
公債費％ 10.5 7.7 6.5 7.5 8.7 
投資的経費％ 14 15.7 14.2 15.2 8 
府下都市平均（注） 1987年度 191年度 195年度 199年度 203年度
人件費％ 27.7 26.l 25.9 25.3 25.l 
扶助費％ 13.6 10.5 1. 7 14.4 18.8 
公債費％ 10 7.9 8.1 9.6 10.5 
投資的経費％ 17.4 2.9 21.8 14.9 9.8 
対府下都市平均／指数 1987年度 191年度 195年度 199年度 203年度
人件費 87 75 84 80 78 
扶助費 94 90 92 91 91 
公債費 105 97 80 78 83 
投資的経費 80 69 65 102 82 
四條巖市 5選198/9 6選192/9 7選196/9 8選200/9 賤者なし202/9
財政指標（選挙前年度） 1987年度 191年度 195年度 199年度 201年度
人件費％ 30.2 31.8 29.6 28.4 27.9 
扶助費％ 1.1 10.4 1. 7 13.6 12.1 
公債費％ 10.2 8.1 8 1.5 10.3 
投資的経費％ 17.3 18.9 19.9 10 8.7 
府下都市平均（注） 1987年度 191年度 195年度 199年度 201年度
人件費％ 27.7 26.1 25.9 25.3 26.l 
扶助費％ 13.6 10.5 1. 7 14.4 15.2 
公債費％ 10 7.9 8.1 9.6 10.5 
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投資的経費％ 17.4 2.9 21.8 14.9 12.4 
対府下都市平均／指数 1987年度 191年度 195年度 199年度 201年度
人件費 109 12 14 12 107 
扶助費 82 9 10 94 80 
公債費 102 103 9 120 98 
投資的経費 9 83 91 67 70 
泉佐野市（参考） 4選198/2 5選192/2 6選196/2 落選200/2 参考 参考
財政指標（選挙崩年度） 1986年度 190年度 194年度 198年度 200年度 204年度
人件費％ 30. l 21.2 20.l 23.4 26.2 2.9 
扶助費％ 15.4 8.4 7.4 10.3 1.4 16.1 
公債費％ 1. l 5.8 5.8 10. 7 14.6 16.2 
投資的経費％ 17 31.8 45.7 26.4 13.8 9.5 
府下都市平均（注） 1986年度 190年度 194年度 198年度 200年度 204年度
人件費％ 27.3 26.4 26.8 27.4 26.5 24.4 
扶助費％ 13.8 1 1.6 14.4 14.2 20.6 
公債費％ 10.7 8.2 8.5 9.8 10. l 10.4 
投資的経費％ 17.8 20.7 20.9 15 14.7 8.3 
対府下都市平均／指数 1986年度 190年度 194年度 198年度 200年度 204年度
人件費 lO 80 75 85 9 94 
扶助費 12 76 64 72 80 78 
公債費 104 71 68 109 145 156 
投資的経費 96 154 219 176 94 14 
（注） 2005年度までは大阪市を除く 。2006年度以降は大阪市と堺市を除く 。
（出典） 大阪府総務部市町村課編 「大阪府市町村ハンドプック』（財）大阪府市町村振興協会，各
年度版。
1. 岸和田市
ポスト多選市長最初の選挙までの10数年 (1980年代末から2000年代前半期の時期）に
ついて見ると，人件費，扶助費の比率はほぼ府下都市平均水準で推移している。公債費
の比率についても府下都市平均を大きく超過している年度もあるが，どちらかと言えば
平均水準である。投資的経費の比率も概ね平均水準であるが， 2000年代に入り変動幅が
大きくなっている。総じて，府下都市平均から大きく逸脱している歳出構成ではなかった。
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2. 池田市
ポスト多選市長最初の選挙までの約10年間 (1980年代半ばから1990年代半ばまでの時
期）について見れば，人件費の比率が府下都市平均を大きく超えている。また公債費の
比率も同様である。他方扶助費の比率は府下都市平均を大きく下回っており，投資的経
費も同様である。府下都市平均から見て，顕著な特徴を見せている歳出構成だと言える。
3. 貝塚市
ポスト多選市長最初の選挙までの20年間 (1980年代末から2000年代末までの時期）に
ついて見れば，人件費および扶助費の比率はほぼ一貫して府下都市平均水準で推移して
いる。公債費の比率については， 一時期府下都市平均を大きく超えていたが，概ね府下
都市平均を下回っている。投資的経費については80年代末-90年代初めは府下都市平均
を大きく上回り，その後大きく下回るという推移を示している。総じて，府下都市平均
の特徴を大きくは逸脱していない歳出構成と言える。
4. 守口市
ポスト (2人目の）多選市長最初の選挙までの20年間 (1980年代半ばから2000年代半
ばまでの時期）について見ると，人件費の比率が （ポスト多選市長選挙前には低下した
とは言え）ほぽー貰して府下都市平均を大きく超えている。他方，投資的経費の比率は
ほぼ一貫して府下都市平均を大きく下回っている。この 2点で同市とともに多選市長都
市の老舗といえる池田市と同じパターンであることは興味深い。 しかしながら，池田市
と顕著な対比を示す点がある。まず扶助費の比率が守口市の場合は一貫して府下都市平
均を大きく上回っている。また公債費はほぼ府下都市平均水準で推移している。守口市
の場合も池田市とともに府下都市平均から見て，顕著な特徴を示す歳出構成だと言えよう 。
5. 富田林市
ポスト多選市長最初の選挙までの10数年間 (1980年代半ばから2000年代初めまでの時
期）について見れば，人件費および扶助費の比率は，同期間の後半は府下都市平均水準
に近づいてきているが，総じて平均を下回る形で推移している。公債費および投資的経
費の比率についても， 一時期府下都市平均を大きく上回っているが，総じて平均を下回
る形での推移を示している。主要支出項目について府下都市平均に比べて節減されてい
るという特徴がやや見られるが，全体的には，府下都市平均から大きく逸脱している歳
出構成ではなかったと言えよう 。
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6. 松原市
ポスト多選市長最初の選挙までの10年余りの間 (1980年代末から2000年代初めまでの
時期）について見れば，人件費，扶助費，公債費の比率のいずれを取っても，府下都市
平均水準からほとんど離れずに推移している。投資的経費の比率についても同時期の後
半期は府下都市平均をかなり下回っているが，前半期には平均水準であった。府下都市
平均にほぽ沿った歳出構成の推移であったと言える。
7. 柏原市
ポスト多選市長最初の選挙までの10数年間 (1980年代半ばから2000年代初めまでの時
期）について見れば，ここで取り上げている 4つの主要歳出項目の比率すべてについて
一貫して（あるいはほぼ一貫して）府下都市平均を下回る形で推移している。富田林市
と同様あるいはそれ以上に主要支出項目について府下都市平均に比べて節減されている
という特徴が見られる。その意味で特徴的だが，下回っている程度は富田林市と同様そ
れほど大きくはないので，総じて府下都市平均から大きく逸脱している歳出構成ではな
かったと位置付けられよう 。
8. 四條畷市
ポスト多選市長最初の選挙までの10数年間 (1980年代半ばから2000年代初めまでの時
期）について見れば，どの歳出項目の比率についても府下都市平均水準にほぼ沿った推
移を示している。人件費の比率については平均をやや上回る形が続いているが，大きな
乖離ではない。投資的経費の比率については同時期の後半期は府下都市平均をかなり下
回っているが，前半期には平均水準であった。全体的な形としては松原市と類似してい
る。四條畷市の場合も，府下都市平均にほぼ沿った歳出構成の推移であったと言える。
9. 泉佐野市 （参考）
6期つとめた現職が7選に挑戦して敗れるまでの10数年間 (1980年代半ばから1990年
代末までの時期）について見れば， 80年代半ばにはいずれの歳出項目の比率も府下都市
平均水準だったのが， 90年代以降，人件費，扶助費の比率が府下都市平均を大きく下回
る形で推移している一方，投資的経費は平均をはるかに上回ると言う顕著な特徴を示し
ている。なお公債費については， 』時期は府下都市平均をかなり下回っていたが，この
時期の最後には平均まで上昇，さらに 6選市長退任後は平均をはるかに上回るというこ
とになる。その比率が平均をはるかに上回る投資的経費の付けが回ってきたわけである。
- 409 - (1181) 
関法第62巻第3号
非常に分かりやすい形で府下都市平均から見て顕著な特徴を示している歳出構成の推移
だと言える。
以上の概観を整理すると次表のようになろう 。
表 歳出構成の長期的特徴と後継者の当落
府下都市平
後継者の当選 後継者の落選 後継者なし
均との比較
顕著な特徴 池田市② (95年）
を示す歳出 守口市② (07年）
構成 ［泉佐野市 (00年）］
平均に近い
貝塚市 (10年） 岸和田市 (05年） 四條畷市 (02年）
松原市 (01年） 富田林市 (03年）
歳出構成
柏原市 (05年）
（注） 泉佐野市の場合，後継者は本人である。
顕著な特徴を示す3市はいずれも後継者が落選しているが事例は 3例である。多くの
市は長期的に見て府下都市平均に近い歳出構成であり，後継者の当落は分散している。
時系列でみた歳出構成の（多選市長時代の）長期的特徴とポスト多選市長選挙の結果に
明らかな関係はないようである。
それでは，ポスト多選市長選挙直前（前年度）の歳出構成の特徴と選挙結果に明らか
な関係はあるのだろうか。以下の表を参照されたい。
表 選挙直前の歳出構成の特徴と後継者の当落
費 目 府下都市平均超過 府下都市平均未満 府下都市平均水準
池田市X 貝塚市〇 岸和田市x
守口市①〇 柏原市x 守口市②x
人件費 ［泉佐野市X] 富田林市x
松原市〇
四條畷市△
守口市①〇 池田市X 岸和田市x
扶助費
松原市〇 ［泉佐野市X] 貝塚市〇
守口市②x 四條畷市△ 富田林市x
柏原市x
岸和田市x 貝塚市〇 守口市②x
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公債費
池田市X 守口市①〇 松原市〇
富田林市x ［泉佐野市X]
柏原市x 四條畷市△
［泉佐野市X] 岸和田市x 貝塚市〇
池田市x 富田林市x
投資的経費
守口市②x
松原市〇
柏原市x
四條畷市△
（注）
① ポスト多選市長の最初の選挙前年度における歳出構成
② 指数＝各都市の歳出比率＋府下都市平均の歳出比率XlOO(小数点は4捨 5入）
③ 平均超過：指数111以上，平均水準：指数90-110,平均未満：指数89以下
④ 〇後継者当選， X後継者落選，後継者なし△
このマトリクスから敢えて言えば，公債費比率が平均を超えている場合，扶助費比率
が平均未満である場合，投資的経費比率が平均未満である場合は後継者が落選傾向にあ
る，と言えるかもしれないが，繰り返すように事例数が少ないので，明確なパターンが
あるとは断定できない。
V 暫定的結論
以上本稿では，ポスト多選市長の選挙過程について後継者の当落と財政指標・歳出構
成の間に明らかな関係パターンが見られるかどうか検討を加えてきた。弱いパターンが
見られると言えないこともないが，事例数が僅かであることを考えれば断定的なことは
言えない。実際，各市のポスト多選市長の選挙過程の帰趨は「偶然的な」ものも含め多
様な要因の相互作用によって左右されていることは容易に想像されるところである。
例えば，岸和田市の場合について言えば， 2005年11月に行われたポスト多選市長選挙
で当選者（現市長）の得票率（対有効投票数）は37.3%, 第 2位となった後継候補は
32.4%, その差は4.9%で，かなり小さい。例えば守口市のポスト多選市長選 (2007年）
での得票率分布（当選者59.4%対後継者40.6%)や柏原市のポスト多選市長選 (2005
年）での得票率分布（当選者51.7%対後継者29.4%, 第3位19%) と比べれば，当選者
と落選した後継者の差の小さなことは印象的である。しかも岸和田市の場合，第 3位の
候補者も有力で得票率は25%を占めていた。2位 3位の合計は57.4%で過半数をかなり
上回っている。実際，「野口市長（当選者）の 1期目の選挙で，対抗馬 2名が出たが l
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名だったら負けていたかもしれない。第 3位の候補者は当初は出馬しないという姿勢
だった。」という観測もあり 26), また「後継者（第 2位）と第 3位の候補者は同じ町内
在住者で，地元票が分散したことも後継者の敗北の一因かもしれない」という観測もあ
る27)。となると，ここでの選挙結果を左右した要因は，第 3位の候補者の存在であり，
同候補の出馬を促したものは何かを探らねばならないということになってしまう。マク
ロな財政構造などは重要な要因ではないと言えるかもしれない。
また貝塚市でのポスト多選市長選では副市長対決となったが，当選した後継者と第2
位の候補者の得票率分布は50.7%対49.3%と大接戦であり，第 2位となった候補者が選
挙直前に交通違反28) を起こしたことが微妙な作用をもたらしたのかもしれない。第 2
位となった候補者は「地元の名士であり，強い地縁血縁関係も持っているので，交通違
反の件がなければ当選していたかもしれない」という観測29)も聞かれた。
以上のことを考えれば，個別事例研究を深め，各市のポスト多選市長選挙において作
用している多様な（とりわけ選挙政治過程固有の）要因を摘出することが重要となって
くる。その際，本稿第I章で紹介した多選市長の 3類型（選挙政治過程に注目して析出
した類型）が導きの糸としての役割を果たすのではないかと期待している。そして，そ
の上であらためて何らかのパターンが見いだせるかを検討する必要があるだろう。本稿
はそのような事例研究を行うに当たっての導入的な視点を提供するものである。次稿以
下では各市について順次個別の事例研究を行う予定である。
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